Ⅰ－１２　賃貸借における契約当事者の変動
発表者：長岡・阿部・伊藤
	Ｃの祖父Ａは、戦後しばらくして出版社Ｙを創業し、東京の神田に進出した。その際、Ａは、みずから土地甲を購入して社屋を建設し、それをＹに賃貸するという形式をとることにした。その後、Ａが死亡して、子Ｂが相続し、Ｙの経営にあたってから、Ｙは順調に業績を拡大し、従来の社屋では手狭になった。そこで、Ｂは、1978年に、従来の社屋を取り壊して、新たに５階建てのビル乙を建設し、Ｂ名義で保存登記をおこなったうえで、1978年10月31日に、賃料月額100万円（毎月に翌月分を支払う）、期間を20年として、乙をＹに賃貸する旨の契約を締結した。その際、権利金および敷金はとくに収受されなかった。　その後、1990年になって、Ｂが死亡し、子Ｃが相続した際に、Ｃは、生前のＢといさかいが絶えなかったこともあり、Ｙの経営を受け継ぐことを拒否した。そのため、それから後は、Ａの一族はＹの経営に関与せず、ＣがＹから乙の賃料を受け取るだけの関係となった。
　バブル経済が崩壊してから後、出版業界も業績が悪化し、Ｙも1997年ごろから資金繰りに苦しむようになってきた。そのため、Ｙは、1997年10月分と11月分の賃料を期日にＣに支払うことができなかった。その後、Ｙは毎月100万円をＣに支払いだしたものの、Ｃが何度か督促したにもかかわらず、2カ月分の賃料の支払いは滞ったままの状態が続いた。　Ｃは、Ｙの先行きに懸念をいだくようになり、このまま賃料収入に頼るよりも、売却してしまった方が得策だと考え、売却先を探したところ、土地開発業者Ｘが、老朽化しつつある乙を高層ビルに建て替えて収益をあげることを申し入れてきたため、1998年に4月28日に、甲乙をＸに10億円で売却し、それぞれ登記を移転した。
　Ｘは、同日、Ｙに対し、今後はＸに賃料を支払うよう通知するとともに、Ｙとの賃貸借契約は1998年10月末日をもって終了し、更新の予定はないため、それまでに乙を退去するよう求めた。Ｙは、この間の経緯はまったく知らされなかったこともあって強く反発し、乙を退去することになれば経営が成り立たないことから、Ｘに対し賃貸借契約の更新を申し入れた。
　その後、ＸＹ間で交渉が続けられたが、その過程で、乙の3階部分（乙₃）に印刷会社Ｕが入っていることが判明した。Ｘが調べたところ、Ｙは、1993年末に不採算部門を縮小した結果、スペースに余裕ができたため、以前からＹが出版する雑誌等の印刷を頼んでいるＵに打診したところ、乙₃に入居した方がたがいに仕事がスムースに進んで好都合だということもあり、1994年4月1日にさしあたり期間を5年として、賃料月額20万円で乙₃をＵに賃貸する旨の契約をしたことがわかった。Ｘは、これは問題ではないかと指摘したのに対し、Ｙは、乙で営業を開始して以来、乙の利用についてはすべてＹの経営判断にゆだねられてきた以上、Ｙの経営とは無関係のＣに一々問い合わせる必要はないと答えた。
（1） ＸはＹの説明に納得せず、いずれにしても乙の建て替えを目的として甲乙を買い取ったことから、ＸＹ間の交渉は決裂し、1998年11月1日、ＸはＹに乙の明渡し、Ｕに乙₃の明渡しを求める訴えを提起した。
（2） その後も、ＹとＵは、Ｘの明渡請求に応じず、そのまま営業を継続していたが、Ｕは、1998年11月分からＹに対して乙₃の転貸料の支払いをストップした。
（3） Ｕは1997年3月末ごろ、乙₃の空調設備が故障したため、Ｙに修理を求めたが、Ｙは資金繰りに窮していたため、Ｕに修理費の立替えをしてくれるよう頼んだ。Ｕは、このままでは業務に支障が生ずるため、1997年5月10日に、業者Ｋに頼んで空調設備を修理してもらい、修理費200万円を支払った。
★注　本件には現行借地借家法がすべて適用されるという前提のもとで検討すること。


（1） Xは、YおよびUに対し、乙ないし乙３の返還を請求できるか。

（a） Xは、Yに対し、所有権にもとづき、乙の返還を請求できるか。

XがYに対して所有権にもとづき乙の返還を請求することの成立要件は、

1 Xが所有権を取得していること

2 Yが乙を現在占有していること

の２つである。

この場合に、YがXの返還請求に対抗するための手段として、次の２つが考えられる。

1 対抗要件による抗弁

不動産の賃借人も１７７条の「第三者」に当たると主張するものである。不動産賃貸借は物権と等しい扱いを受けている以上、そのような賃借権の存在をおびやかす物権変動は、登記を備えない限り賃借人に対抗できないというものである。

2 賃借権による抗弁

民法６０５条によると、

不動産の賃貸借は、これを登記したときは、その後その不動産について物権を取得したものに対しても、その効力を生ずる

とされている。

また、一般に、賃借権そのものは債権にすぎないという理解を前提として、賃貸人には賃借権の登記に協力する義務はないと考えられているため、賃借権の登記はほとんど行われていない。そのため、特別法により、賃借権の対抗要件が拡充されている。具体的には、借地借家法３１条１項には

建物の賃貸借は、その登記がなくても、建物の引渡しがあったときは、その後その建物について物権を取得した者に対し、その効力を生ずる。

と規定されている。

≪あてはめ≫

本件において、Xは所有権を取得していて、また登記も備えている。そして、Yが乙を現在占有しているので、XはYに対して所有権にもとづき乙の返還を請求することができるように思われる。では、YはXの返還請求に対抗することはできないのであろうか。

　この点、Yは対抗要件による抗弁を主張することが考えられるが、Xは甲乙の登記を備えているため、Yの抗弁は認容されない。

　では、Yは賃借権による抗弁を主張することはできないであろうか。この点、Yは建物乙の引き渡しを受けているので、借地借家法３１条１項の適用により、Xに対して賃借権を主張することができる。

　以上より、Yは賃借権をXに主張することができるので、Xは、Yに対し、所有権にもとづき、乙の返還を請求することはできない。

（b） Xは、Yに対し、賃貸借契約の終了を理由として、乙の返還を請求できるか。

（1） Xは、Yに対し、賃貸借期間の満了を理由に、乙の返還を請求できるか。

　（a）より、Xには賃貸人としての地位が移転していることを前提とする。なぜなら、Yは賃借権の譲り受け人であるXに対抗できる結果、賃貸人たる地位が法律上当然にXに移転するからである。また、Xは登記を備えていて、Yに対して賃貸人たる地位の取得を対抗することができる。

借地借家法による借家人の保護

借地借家法は借家人を保護するため、いわば自動的に法定更新を認めている。

２６条

　建物の賃貸借について期間の定めがある場合において、当事者が期間の満了の一年前から六月前までの間に相手方に対して更新をしない旨の通知又は条件を変更しなければ更新をしない旨の通知をしなかったときは、従前の契約と同一の条件で契約を更新したものとみなす。ただし、その期間は、定めがないものとする。 

２ 　前項の通知をした場合であっても、建物の賃貸借の期間が満了した後建物の賃借人が使用を継続する場合において、建物の賃貸人が遅滞なく異議を述べなかったときも、同項と同様とする。 

３ 　建物の転貸借がされている場合においては、建物の転借人がする建物の使用の継続を建物の賃借人がする建物の使用の継続とみなして、建物の賃借人と賃貸人との間について前項の規定を適用する。 

２７条 　
建物の賃貸人が賃貸借の解約の申入れをした場合においては、建物の賃貸借は、解約の申入れの日から六月を経過することによって終了する。 

２ 　前条第二項及び第三項の規定は、建物の賃貸借が解約の申入れによって終了した場合に準用する。 

２８条

 　建物の賃貸人による第二十六条第一項の通知又は建物の賃貸借の解約の申入れは、建物の賃貸人及び賃借人（転借人を含む。以下この条において同じ。）が建物の使用を必要とする事情のほか、建物の賃貸借に関する従前の経過、建物の利用状況及び建物の現況並びに建物の賃貸人が建物の明渡しの条件として又は建物の明渡しと引換えに建物の賃借人に対して財産上の給付をする旨の申出をした場合におけるその申出を考慮して、正当の事由があると認められる場合でなければ、することができない。 

≪あてはめ≫

原則として、賃貸借契約の存続期間が満了すれば、賃貸借契約は終了し、賃貸人Xは賃借人Yに賃借物の返還を請求できる。

　問題は契約の更新がなされているかどうかである。契約の更新が行われれば、賃借人Yは賃借物を返還する必要がなくなるからである。本問においてXはYに対し、更新の予定はなく、乙を退去するよう求めていることや、XY間の交渉が決裂していることから、契約の更新がないことは明らかであるように思える。しかし、乙はUに転借されていて、賃貸借契約の期間が満了した時点で、転借人による乙３の使用が継続されている。

　そのため、借家人が建物の使用を継続しているものとみなされ、借地契約を更新したものとみなされる。（借地借家法２６条３項）

　よって、Xは、Yに対し、賃貸借期間の満了を理由に、乙の返還を請求できない。

（2） Xは、Yに対し、賃料の不払を理由に、乙の返還を請求できるか。

　民法５４１条

当事者の一方がその債務を履行しない場合において、相手方が相当の期間を定めてその履行の催告をし、その期間内に履行がないときは、相手方は、契約の解除をすることができる。
またその効果としての民法５４５条１項

当事者の一方がその解除権を行使したときは、各当事者は、その相手方を原状に復させる義務を負う。ただし、第三者の権利を害することはできない。
また、賃貸借契約の解除について以下の判例がある。

最判昭４１．４．２１

≪判旨≫

増・改築禁止特約は有効であるが、増改築が借地人の土地の通常の利用上相当であり、土地賃借人に著しい影響を及ぼさないため、信頼関係を破壊する恐れがあると認めるに足りないときは、解除権を行使はできない。

≪あてはめ≫

本問において、Yは２カ月分の賃料の支払いを履行しておらず、Cに何度も督促を受けている。よってCの地位を引き継いだXはYの賃料不払いを理由とする債務不履行解除を主張して、明け渡し請求できると考えられる。　

しかし、賃貸借契約が個人の信頼関係を基礎とするものであるから、信頼関係を破壊する恐れがあると認めるに足りない時は、解除権は行使できない。（判例同旨）

本問において、XはCの賃貸人としての地位を引き継いでいるとはいえ、X自身は何らYに対して賃料の支払いの請求をしていないことから、XY間の信頼関係を破壊するほどの恐れがあるとは言えない。よってXはYに対して解除権を行使することができず、賃料の不払を理由に、乙の返還を請求できない。

（3） Xは、Yに対し、無断転貸を理由に、乙の返還を請求できるか。

民法６１２条

賃借人は、賃貸人の承諾を得なければ、その賃借権を譲り渡し、又は賃借物を転貸することができない。
２賃借人が前項の規定に違反して第三者に賃借物の使用又は収益をさせたときは、賃貸人は、契約の解除をすることができる。
しかし、賃借権の無断譲渡・転貸を理由とした賃貸借契約の解除については、判例により、その可能性を制限する法理が形成されている。判例によると、「賃借人の当該行為が賃貸人に対する背信的行為と認めるに足らない特段の事情がある場合」は、６１２条２項による解除は認められないとされている。

その判断基準としては

1 物的信頼限定説

賃借人に対する人的な信頼ではなく、物的な信頼が破られない限り、解除を認めるべきではないとする。

　　　　

2 総合判断説（判例・通説）

物的な信頼にかぎらず、人的な信頼もふくめて、賃貸人の合理的な信頼が害されているかどうかを判断すれば足りるとする。

また、転貸許容の特約に関して以下の判例がある

最判昭和３８年９月２６日民集１７巻８号１０２５号

≪判旨≫

賃貸借の目的たる家屋の所有権を取得して賃貸人となった者は、旧所有者と賃借人との間に存した転貸許容の特約をも承継する。

≪あてはめ≫

　本問において、Xは６１２条に基づいて、契約の解除をすることが考えられるが、認められるであろうか。

　確かに、CとYの間で転貸許容の特約は締結されておらず、Yの転貸は無断転貸と言えそうである。しかし、Uが乙３に入居したほうがYとU互いに仕事がスムーズに進められるという点や、Aの一族はYの経営に関与せず、CがYから乙の賃料を受け取るだけの関係であり、乙の利用についてはすべてYの経営判断にゆだねられているという点で、Yの転貸という行為は、物的にも、人的にも賃貸人Xの合理的な信頼が害する行為とは言えず、賃借人の当該行為が賃貸人に対する背信的行為と認めるに足らない特段の事情がある場合と言える。

　よって、XはYに対し、無断転貸を理由に、乙の返還を請求できない。

（c） Xは、Uに対し、どのような理由にもとづき、乙３の返還を請求できるか。

考えられるものは

1 所有権にもとづき乙３の返還を請求

2 原賃貸借契約の終了を理由に乙３の返還を請求

の２つである。

しかし上記のように、XはYに対して乙の返還を請求することができない。

よって、乙の返還を請求することができず、Yは以前乙を占有するので、XはUに対して乙３の返還を請求することができない

（２）　Ｙは、Ｕに対し1998年11月分以降も、転貸料の支払いを請求できるか。
　
　原賃貸人Ｘから転借人Ｕが原賃貸借契約終了に基づいて賃借物の返還請求を受けた後に転貸人Ｙは転借人Ｕに対し賃料の支払いを請求することができるか。この点、原賃貸借関係が終了した原因が問題となる。
　
＜学説＞
1） 返還請求肯定説（判例）　原賃貸人Ｘは、原賃借人Ｙの債務不履行により原賃貸借契約を解除すれば、転借人Ｕに対し賃借物の返還を請求できるとする。
2） 催告必要説　原賃貸人Ｘは、原賃借人Ｙの不払債務の弁済について、賃借人Ｕに催告をすべきであるとする。これによると、原賃貸人Ｘがその催告を怠った場合は、転借人Ｕに対抗できない。
判例に従えば、賃借人の債務不履行によって賃貸借が解除された場合、賃借人Ｘが転借人Ｕにたいして乙建物の返還を請求した時点で、ＹＵ間の転貸借は終了することになる。
＜あてはめ＞
ＹがＵに対して転貸料の支払を請求するためには、ＹＵ間の転貸借契約が存続している必要がある。しかし、ＸがＵに対して乙₃の明渡しを請求した時点で、ＹＵ間の転貸借契約は当然に終了している。ＸがＵに対して明渡しを請求した時点で、Ｕはもはや乙₃を使用することができないことが確定したといえ、ＹがＵに乙₃を使用させることは履行不能となる。そうであるにもかかわらず、解除するまでは賃料支払義務のみが存続するというのは不自然であって、明渡しを請求した時点で当然にＹＵ間の転貸借契約は終了すると解するべきだからである。　
　以上により、原賃貸人Ｘから転貸借人Ｕが原賃貸借契約の終了にもとづいて賃借物の返還請求を受けた場合に、転貸人Ｙが転借人Ｕに対し、転貸借契約に基づき、賃料の支払いを請求しても、転借人Ｕはそれに応じる必要はないと解する。

（３）Uは、XまたはYに対し、修理費相当額の支払を請求できるか。

文責：長岡

　（a）Uは、Yに対し、修理費相当額の支払を請求できるか。

　　（ア）Uが、Yに修理費相当額の支払を請求するためには、どのような理由にもとづき、どのような要件が備わる必要があるか。

原賃借人＝転貸人Yと転借人Uとの転貸借関係は、通常の賃貸借契約と同様である。したがって、転貸人Yは、転借人Uに対して、賃貸借契約にもとづき、賃借物を使用収益させる義務を負うから、転借人Uが、賃借物について必要費を支出した場合は、転貸人Yに対し、ただちにその償還を請求できる(民法608条1項)。

（賃借人による費用の償還請求）

第六百八条　賃借人は、賃借物について賃貸人の負担に属する必要費を支出したときは、賃貸人に対し、直ちにその償還を請求することができる。
賃借人が賃貸人に対し、608条1項にもとづいて必要費の償還請求をする場合、賃借人は、以下の事実を主張立証しなければならない。

1． 賃貸人と賃借人とが賃貸借契約を締結したこと

2． 賃貸人が賃借人に対し、１の契約に基づいて目的物を引き渡したこと

3． 目的物について、現状を維持若しくは回復し、又は通常の使用収益に適する状態に置くために必要な行為がなされたこと

4． 賃借人が3の行為について費用を支出したこと及びその金額

これに対して、賃貸人は抗弁として、以下の事実を主張立証することができる。

a. 賃貸人が修繕義務を負わない旨の特約の成立

b. 賃借人の支出額が通常額を超えること

c. 除斥期間の経過（621条）

1 賃貸借契約の終了原因事実

2 賃借人が賃貸人に対し、１の契約終了に基づいて目的物を返還したこと

3 ②の時期から1年が経過したこと

d. 消滅時効期間の経過（167条）

1 必要費の支出時から10年が経過したこと

2 賃貸人が賃借人に対し、時効を援用する旨の意思表示をしたこと

＜あてはめ＞

1994年4月1日にYU間で、期間を5年、賃料月額20万円として乙3をUに賃貸する旨の契約を締結し、実際にUは引渡しを受けているから、要件１，２をみたす。また乙3の空調設備が故障し、このままでは業務に支障が生じるため、1997年5月10日に業者Kに頼んで空調設備を修理してもらったことから要件3をみたす。さらに、その時、修理費200万円を支払ったから要件4をみたす。したがって、Uは、Yに対して必要費償還請求をするための要件をみたしている。

また、Uは自らがKに修理を頼む前に、Yに修理を求めていること、その際YはUに修理費の立替えを頼んでいることから、転貸人Yが修繕義務を負わない旨の特約があったとは考えられない。さらに、修繕費用である200万円が通常額を超えているとは考えがたいこと、621条の除斥期間が経過してないこと、修理費を支出した時から10年は経過していないことから、Yの抗弁は認められない。

よって、UはYに対し、608条1項にもとづき、修理費相当額200万円の支払を請求できる。

（1） Yがこの請求に応じた場合、Yは、Xに対して、この修理費相当額の支払を請求できるか。

原賃貸人Xと原賃借人Yとの原賃貸借関係は、転貸借契約の成立によって影響を受けない（613条2項）。つまり、原賃貸人Xは、原賃借人Yに対して、賃貸借契約に基づき、賃借物を使用収益させる義務を負うことに変わりはなく、原賃借人Yが賃借物について必要費を支出した場合は、原賃貸人Xに対し、ただちにその償還を請求できる（608条1項）。

（転貸の効果）

第六百十三条　賃借人が適法に賃借物を転貸したときは、転借人は、賃貸人に対して直接に義務を負う。この場合においては、賃料の前払をもって賃貸人に対抗することができない。
２　前項の規定は、賃貸人が賃借人に対してその権利を行使することを妨げない。

＜あてはめ＞

Yは、Bとの間で1978年10月31日に、賃料月額100万円、期間20年とするビル乙の賃貸借契約を締結し、Bから引渡しを受けている。その後、1990年に賃貸人Bの死亡によりCが相続し、1998年4月28日においてCからXへ甲乙が売却されて、XY間において乙の賃貸借関係が継続している。したがって、（ア）の要件１，２をみたす。また、（ア）で認定したとおり乙3の空調設備の修理がなされ、Yは転借人Uの請求に応じて200万円を支払っているから、要件３、４をみたす。したがって、Yは、賃貸人Xに対して必要費償還請求をするための要件をみたしている。

また、当初のBY間の賃貸借契約締結において、賃貸人Bが修繕義務を負わない旨の特約があったとは本文中から読み取れないこと、Yの支出額200万円は修理費用の通常額として相当であると考えられること、621条の除斥期間が経過してないこと、修理費を支出した時から10年は経過していないことから、Xの抗弁は認められない。

よって、YはXに対し、608条1項にもとづき、修理費相当額200万円の支払を請求できる。

　（b）Uは、Xに対し、修理費相当額の支払を請求できるか。

原賃貸人Xが転貸を承諾したとしても、原賃貸人Xと転借人Uとの間には、直接の契約関係はないので、原賃貸人Xは転借人Uに対し、賃借物を使用収益させる義務を負わない。そのため、転借人Uは原賃貸人Xに対し、608条にもとづく賃貸借契約上の費用償還請求をすることはできない。

ただし、転借人Uは賃借物を占有しているため、賃貸借契約が終了し、占有物を返還する場合には、196条にもとづいて費用の償還を請求できる。

転借人Uが原賃貸人Xに対して、196条１項に基づいて必要費の償還請求をするためには、以下の事実を主張立証しなければならない。

1． 目的物につき保存に必要な行為

2． 保存に必要な行為に費用を支出したこと及びその数額

3． 転借人が保存に必要な行為をした当時、目的物を占有していたこと。

4． 保存費用額の支払を受けるまで目的物を留置するという権利主張をしたこと

＜あてはめ＞

Uは、乙3の空調設備が故障し、このままでは業務に支障が生じるため、1997年5月10日に業者Kに頼んで空調設備を修理してもらい、200万円を支払ったから、要件１，２をみたす。また、修理した当時、Uは乙3に入居し空調設備を占有していから、要件3をみたす。そして、UがXから乙3の明け渡し請求を求められているところ、修理費の支払を受けるまで留置権を行使すると主張すれば、すべての要件をみたすので、196条１項にもとづいて、UはXに乙3を返還する際に修理費相当額200万円の支払を請求できる。

　（c）かりにXが修理費相当額を負担したとして、Xは、Cに対し、その賠償ないし償還を請求できるか。
賃貸人から賃借物を譲渡された譲受人が、賃貸人たる地位を承継する前に必要費が支出された場合でも、賃借人は、新たに賃貸人となった譲受人に対してのみ、必要費の償還を請求できると解されている。

ただし、必要費は、賃貸人に対して「直ちにその償還を請求できる」ので、本来は旧賃貸人が負担すべきものと考えられる。この問題については、賃借物譲渡の際に、必要費償還義務の存在を考慮して対価が設定されていたか否かによって判断すべきであり、旧賃貸人と新賃貸人間で清算すべき事柄であると思われる。

では、新賃貸人（譲受人・買主）は、譲渡前に賃借人が支出した必要費を負担した場合に、旧賃貸人（譲渡人・売主）に対して請求するにはどのような主張をすることができるか。

この点、買主は、売買の目的物に瑕疵があったとして、売主の担保責任を追及し、損害賠償をすることが考えられる（民法570条）。

買主は、570条にもとづく損害賠償請求をするためには、以下の事実を主張立証しなければならない。

1． 売買契約の締結

2． 隠れた瑕疵

ア　目的物に瑕疵があること

イ　瑕疵の不表見＝売買契約時、通常人が買主となった場合に普通の注意を用いても発見できないこと

3． 損害の発生及び額

これに対し、売主は抗弁として、以下の事実を主張立証することができる。

a. 買主の悪意または有過失

b. 除斥期間の経過（566条3項）

1 買主が瑕疵のあることを知ったこと及びその時期

2 瑕疵のあることを知ってから1年が経過したこと

c. 消滅時効期間の経過（167条）

d. 担保責任を負わない特約

＜あてはめ＞

1998年4月28日にCX間において乙について売買契約を締結しているので、要件１をみたす。

売却当時CとXは、いまだ乙3にUが入居している事実は知らず、乙3の故障により必要費が発生したことも認識していなかったので、本来Cが支払うべき必要費分が乙の売買代金に反映されていなかったと考えられる。そこで、200万円の償還義務つきであることによって乙の交換価値が減少されたことに瑕疵が認められる。そして、賃借人Yは、Uから空調設備が故障していた事実を伝えられ修繕請求を受けているものの、旧賃貸人・売主Cには当該事実は知らされていなかったことから、買主Xも知り得なかったというのが通常である。したがって要件２をみたす。

そして、設問よりXが修理によって発生した必要費200万円を負担しているから、要件3をみたす。

よって、XはCに対し、570条にもとづいて200万円の損害賠償請求ができる。

次に、Cの抗弁は成立するか検討する。

a.　売主Cも瑕疵に気付かなかったのであるから、Xに悪意または有過失はないものと考えられる。

b.　Xが、YあるいはUから必要費を請求された具体的な日付がないので、Xが瑕疵を知った日を不明だが、現在が瑕疵を知ってから1年を経過していれば、Cは除斥期間の経過を理由に、Xの損害賠償請求を拒絶できる。

c.　現在が、XがCから引渡しを受けた1998年4月28日から10年経過した2008年4月28日以降であれば、Xの損害賠償請求を拒絶できる。

d.　CX間の甲乙売買契約締結の際に、買主Cが担保責任を負わない旨の特約があった事実は読み取れない。

よって、現在が、Xが瑕疵を知った日から1年は経過しているか（b）、引渡しから10年が経過した2008年4月28日以降（c）のどちらかをみたしていれば、Cは、Xの損害賠償請求を拒絶できる。
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